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京大東アジアセンターニュースレター   第 437号   






○ ミャンマー短信 ： ２０１２年 ９月上旬  

















■京都会場  2012 年 11 月 3 日(土) 13 時 
     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
 ■東京会場  2012 年 12 月 1 日(土) 13 時 





挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 植田和弘 
     東京大学社会科学研究所教授 田島俊雄 
  
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  インドネシアは自動車大国になれるか 









住友商事 自動車米州アジア部 木村 将裕 販売金融事業者から見た自動車購入層拡大の可能性 












ジャパン･バイク･オークション 社長 西村 竜  オークション会社から見た中古車流通 
  
15:55-16:25 
IHS オートモーティブ バンコク事務所代表 山本 肇  グリーンカー政策と日系自動車メーカーの戦略 
  
16:25-16:50 




    
17:10-18:50 
懇親会  参加費 2000円,協力会会員は無料 
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究副センター長/京都大学経済学部准教授 矢野剛 












時  間： 2012 年10 月23 日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経東館地下一階みずほホール  
































９／０７，フラインターヤー工業団地ゾーン 4 のＳＭＫミューネープー縫製工場で、1000 人ほどの労働者が、「現在












２．工業団地内のワーカーの残業時間を 1日 2時間以内に規制 
労働省は、「工業団地内のワ―カーの残業時間を 1日2時間に決めた」と発表。その決定が実施されれば、残業は






















1963年 6月 11日       KIA と政府は、和平へ向けての協議をしたが決裂。内戦続行。 
1980年 8月～1981年 5月 相互停戦約束 
1990年 10月 18日      軍 CIA隊と KIA面会 
1992年 10月 24日      政府と KIA再面会 
1994年 2月 24日       相互停戦の協定成立。 
2011年 6月 9日        KIA と軍が再び内戦開始 





























































不動産を買い漁っており、土地の価格がこの 3 ヵ月間で 5 倍に跳ね上がった。雨季前までは 1 平方フィートは 41 バ












                                                                 以上 
************************************************************************************************ 
















































































ヤンゴンの人口は 2011 年に 514 万であり、既存面積に対して人口が増え過ぎている。今回の拡大計画が完

















2013 年乾季にはヤンゴン市内の各ホテルで、ルーム数が 1670 室も増えて来る計算になっている。建設中の外国
投資ホテル 670室、国内ホテルから１０００室。 
現在のミャンマーには外国と合弁のホテル 26、4154室。国内資本のホテルは731、2242室。国営ホテルは６ホテル、 
119室。合計で 763ホテルと 26695室ある。そのうち、ヤンゴンには 195ホテルと 8356室。 
 
１１．両替レート情報 
９/１７ ドル 860MMK ユーロ 1127MMK シンガポールドル 703MMK 
９/１８ ドル 859MMK ユーロ 1125MMK シンガポールドル 701MMK 
９/１９ ドル 858MMK ユーロ 1118MMK シンガポールドル 699MMK 




































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
